
村 総 第 ４ ０ １ 号

平成２７年１２月１６日

村上市行政改革推進委員会

会 長 松 本 豊 様

村上市長 高 橋 邦 芳

村上市行政評価制度における事務事業の評価について（諮問）

本市における行政評価制度により評価を行った以下事務事業に対する貴委員会の評価、意見を求めま

す。

記

１．事務事業名

（１）地域おこし推進事業経費

（２）住宅リフォーム事業経費



目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

ｂ

平成 27 年度 村上市　事務事業評価シート

１．事業の概要（Ｐｌａｎ)

コード 名　　称 担当所属 自治振興課

事 務 事 業 631572 地域おこし推進事業経費
氏    名 佐藤　勝則

会計 一般会計

総合計画で
の位置づけ

政　策 000071 協働のまちづくりの推進 款 02　総務費

施　策 000003 市民、民間団体への支援 項 01　総務管理経費

根拠法令・要綱等 地域おこし協力隊推進要綱（平成21年3月31日付け総行応第38号総務事務次官通知） 目 14　地域活性化推進費

対　　象
(誰を、何を、どこを）

中山間地域

手　　段
（どのような方法で）

三大都市圏等の都市地域に住所を有する方に地域おこし協力隊員として移住してもらい

意図
（対象をどのようにしたいか）

新たな視点を活かして地域を活性化する。また、隊員の将来的な地域への定住に繋がるよう支援
する。

関連事業 なし

事業の概要
平成26年度からの実施を予定し募集したが、採用に至らず平成27年度からの実施となった。
新たな地域資源の掘り起こし、既存資源のブラッシュアップ、情報発信等を行い交流人口拡大、
地域活性化を推進する。また、定住に向けた生業の創出を支援する。

２．事業実施実績と実施見込み（Ｄｏ)

活
動
指
標

指　　標　　名 単位 H25 H26 H27 H28 H29

地域おこし協力隊員数 人
2 2 4 6

－ － 2 － －
2 － －

－ － － －
－ －

－ － － －
－ －

成
果
指
標

指 標 名 単位 H25 H26 H27 H28 H29

イベント数 件
2 4 6

－ － 1 － －
2 － －

指標設定の考え方 地域おこし協力隊が企画し、新たに事業となったイベント等の数

製品数 件
2 4 6

－ － 2 － －
2 － －

指標設定の考え方 地域おこし協力隊が企画・作成した製品等の数

情報発信の回数 回
72 144 216

－ － 42 － －
72 － －

指標設定の考え方 地域おこし協力隊がWEB、広報誌等で情報発信した回数

数値で表せない成
果(見込）

事

業

コ

ス

ト

年　　度
平成25年度
（決算額）

平成26年度
（決算額）

平成27年度
（当初額）

平成27年度
（見込額）

平成28年度
（計画額）

平成29年度
（計画額）

直　接　事　業　費 a
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

2,401 7,547 8,643 15,000 －

財
源
内
訳

国　庫　支　出　金 －

県　支　出　金 －

地　方　債 －

そ　の　他 －

一　般　財　源 2,401 7,547 8,643 15,000 －

（主な費用）
備品購入1420
旅費227
消耗品229

賃金4,107
住居借上840
車借上656

賃金3,703
機械器具1383
住居借上720

賃金8,214
住居借上
1,680

－

人件費
人工（人/年） 0.042人 0.046人 0.046人 － －

金額 310 340 340 － －

総コスト(a+ｂ) c 2,711 7,887 8,983 － －

市民一人当たり
の額(ｃ/人口）

（円） （円） （円） （円） （円） （円）

42 118 140 － －

様式第1号
新規 継続



①前年度事後評価

②今年度事中評価

３．事業の評価（Ｃｈｅｃｋ)

視　　点 評価項目 説　　　明

妥当性

自治体関与の妥当性

目的の妥当性

対象（受益者）の妥当性

有効性

目標（改善）達成度

類似事業の存在

上位施策への貢献度

効率性

コスト効率

実施主体の適正性

負担割合の適正性

総合評価
説
明

視　　点 評価項目 説　　　明

妥当性 B

自治体関与の妥当性 3 妥当である
国、県、市の役割分担は妥当。事業実施から間もないため市で
実施するべきと考えるが、将来的にはNPO等の団体と協調して
いくことも可能

目的の妥当性 3 妥当である
重点戦略である定住の里づくりの交流・体験プロジェクトに大
きく寄与するものであり妥当

対象（受益者）の妥当性 2 検討の余地がある 導入地域、隊員１人が受け持つ範囲等、検討の余地がある

有効性 C

目標（改善）達成度 3 高い
地域おこし協力隊員の新たな視点による地域の情報発信等が図
られている。

類似事業の存在 3 存在しない 他の部局において、類似する事業は存在しない

上位施策への貢献度 1 低い
新たな視点を活かした活性化には繋がっているが、地域の繋がりへの支援・協力隊の待遇が十分
とはいえず、実施初年度での定住化には至っていないまた、活性化が必要な地域が多数ある。

効率性 A

コスト効率 3 高い
事業実施から間もないため、隊員のフォローアップ等に時間を
要するべきであり、経費についても縮減をするものがない。

実施主体の適正性 3 適正である
事業実施から間もないため市で実施するべきであり適正と考え
るが、将来的にはNPO等の団体に委託も可能

負担割合の適正性 3 適正である 妥当である。



①

②

③ Ｂ

④

⑤ Ａ

⑥ Ｃ

⑦ Ｄ

（意見）

【事中評価各視点に対する改善の着眼点】

視　点 改　善　の　着　眼　点

妥当性 B 対象に検討の余地があれば、進め方等の改善が必要である

有効性 C 上位施策への貢献度が低ければ、事業の内容が不十分と考えられ、見直しが必要である

効率性 A コスト効率、実施主体、負担割合に問題なし

総合評価 C 課
題

地域の繋がりへの支援・協力隊の待遇が十分とはいえず、実施初年度での定
住化には至っていない。また、活性化が必要な中山間地が多数ある。

【総合評価における今後の方向性の目安】

今　後　の　方　向　性 総合評価 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

拡大基調（有効性の観点からの改革） Ｃ 維持 ③ ⑤

生産性向上（有効性の観点からの改革） ＢorＣ 縮小 ⑥

効率性向上（効率性の観点からの改革） 休廃止 ⑦

協働化（効率性の観点からの改革） ＣorＢ 皆減 縮小 維持 拡大

現状維持 コスト投入の方向性

縮　小

休廃止

４．今後の方向性（Ａｃｔｉｏｎ)

事
業
の
方
向
性

方 向 性 ①拡大基調(コスト拡大、成果拡充)

昨年度改善
提案内容

上記
実施状況

改善提案
隊員の待遇面を改善し、行政職員が積極的にフォローしながら地域で生業を持ち、より地域
に根ざした活動を支援することで、地域住民の理解と協力が得られ、協力隊の定住化のに繋
がる。また、中山間地を始め活性化が必要な地域が多数あるため、協力隊を増員する。

５．【総合評価】（行財政改革推進本部会議）

結　
　

論

今後の方向性

①拡大基調(コスト拡大、成果拡充) ②生産性向上(コスト維持、成果拡大) ③効率性向上(コスト縮小、成果維持)

④協働化(コスト縮小、成果拡大) ⑤現状維持(コスト維持、成果維持) ⑥縮小(コスト縮小、成果縮小)

⑦休・廃止(コスト皆減、成果休廃止)

一次評価のとおり



目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

目標 目標 目標 目標 目標

事中 事中 事中 事中 事中

実績 実績 見込 見込 見込

ｂ

平成 27 年度 村上市　事務事業評価シート

１．事業の概要（Ｐｌａｎ)

コード 名　　称 担当所属 商工観光課

事 務 事 業 33152000 住宅リフォーム事業経費
氏    名 建部　昌文

会計 一般会計

総合計画で
の位置づけ

政　策 款 07 商工費

施　策 項 01 商工費

根拠法令・要綱等 住宅リフォーム事業補助金交付要綱 目 02 商工業振興費

対　　象
(誰を、何を、どこを）

市内に住民登録し、登録された住所に現在居住している者
個人住宅、併用住宅等に現在居住している所有者又は所有者の２親等以内の親族

手　　段
（どのような方法で）

策定した補助金交付要綱に基づき、補助金を交付する

意図
（対象をどのようにしたいか）

リフォームに関わる事業者の仕事を創出することにより、地域経済の活性化を図る

関連事業

事業の概要
市内事業者によりリフォーム工事を行う者に対して、予算の範囲内で補助金を交付することで市
民の生活環境の向上、地域経済の活性化を図る

２．事業実施実績と実施見込み（Ｄｏ)

活
動
指
標

指　　標　　名 単位 H25 H26 H27 H28 H29

補助対象件数 件
－ － 150 300 300
－ － － －
－ － 175 － －

補助金交付額 千円
29,965 60,000 60,000

－ － － －
29,400 － －

－ － － －
－ －

成
果
指
標

指 標 名 単位 H25 H26 H27 H28 H29

総事業費額 千円
218,000 436,000

－ － － －
218,000 － －

指標設定の考え方 経済対策として補助金を支出したことで地域事業者へ廻った額

－ － － －
－ －

指標設定の考え方

－ － － －
－ －

指標設定の考え方

数値で表せない成
果(見込）

事

業

コ

ス

ト

年　　度
平成25年度
（決算額）

平成26年度
（決算額）

平成27年度
（当初額）

平成27年度
（見込額）

平成28年度
（計画額）

平成29年度
（計画額）

直　接　事　業　費 a
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

30,000 29,400 60,000 －

財
源
内
訳

国　庫　支　出　金 －

県　支　出　金 －

地　方　債 －

そ　の　他 －

一　般　財　源 30,000 29,400 60,000 －

（主な費用）
住宅リフォー
ム事業補助金

住宅リフォー
ム事業補助金

住宅リフォー
ム事業補助金

－

人件費
人工（人/年） 0.600人 0.400人 － －

金額 4,439 2,960 － －

総コスト(a+ｂ) c 34,439 32,360 － －

市民一人当たり
の額(ｃ/人口）

（円） （円） （円） （円） （円） （円）

513 504 － －

様式第1号
新規 継続



①前年度事後評価

②今年度事中評価

３．事業の評価（Ｃｈｅｃｋ)

視　　点 評価項目 説　　　明

妥当性

自治体関与の妥当性

目的の妥当性

対象（受益者）の妥当性

有効性

目標（改善）達成度

類似事業の存在

上位施策への貢献度

効率性

コスト効率

実施主体の適正性

負担割合の適正性

総合評価
説
明

視　　点 評価項目 説　　　明

妥当性 A

自治体関与の妥当性 3 妥当である 補助金交付事業であり自治体でしか行えない

目的の妥当性 3 妥当である 地域経済活性化のため妥当である。

対象（受益者）の妥当性 3 妥当である
リフォームをした人を介して経済の活性化を図るものなので妥
当と考える。

有効性 C

目標（改善）達成度 2 目標どおり
実績報告において、交付決定額よりも減額となってくる場合が
あり、どの程度出てくるかによって目標を下回る可能性がある

類似事業の存在 3 存在しない プレミアム付き商品券発行事業があるが調整済みである。

上位施策への貢献度 1 低い リフォームに関わる事業者の活性化には不十分である。

効率性 A

コスト効率 3 高い 補助金交付事業のためコスト削減の余地はない。

実施主体の適正性 3 適正である 補助金交付事業のため委託はできない。

負担割合の適正性 3 適正である 補助率も低く、補助金等交付基準に合致している。



①

②

③ Ｂ

④

⑤ Ａ

⑥ Ｃ

⑦ Ｄ

（意見）

【事中評価各視点に対する改善の着眼点】

視　点 改　善　の　着　眼　点

妥当性 A 自治体関与、目的、対象の妥当性に問題なし

有効性 C 上位施策への貢献度が低ければ、事業の内容が不十分と考えられ、見直しが必要である

効率性 A コスト効率、実施主体、負担割合に問題なし

総合評価 C 課
題

現在の件数ではまだリフォームに関わる事業者の活性化には不十分と考え
る。

【総合評価における今後の方向性の目安】

今　後　の　方　向　性 総合評価 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

拡大基調（有効性の観点からの改革） Ｃ 維持 ③ ⑤

生産性向上（有効性の観点からの改革） ＢorＣ 縮小 ⑥

効率性向上（効率性の観点からの改革） 休廃止 ⑦

協働化（効率性の観点からの改革） ＣorＢ 皆減 縮小 維持 拡大

現状維持 コスト投入の方向性

縮　小

休廃止

４．今後の方向性（Ａｃｔｉｏｎ)

事
業
の
方
向
性

方 向 性 ①拡大基調(コスト拡大、成果拡充)

昨年度改善
提案内容

上記
実施状況

改善提案

補助件数を拡大し、リフォームに関わる事業者の活性化を図る。
申請者への利便性と申請機会を拡大するため、支所でも受付ができる体制とする。

５．【総合評価】（行財政改革推進本部会議）

結　
　

論

今後の方向性

①拡大基調(コスト拡大、成果拡充) ②生産性向上(コスト維持、成果拡大) ③効率性向上(コスト縮小、成果維持)

④協働化(コスト縮小、成果拡大) ⑤現状維持(コスト維持、成果維持) ⑥縮小(コスト縮小、成果縮小)

⑦休・廃止(コスト皆減、成果休廃止)

一次評価のとおり


